
1．　は　じ　め　に

　今日，世界的規模で進行している生産工程の
細分化・工程内分業・地理的分散という国際分
業の展開は，世界貿易に新たな局面を生み出し
た。最終財を製造する国は，他国で製造された
中間財を輸入し，これら中間財を用いて製造
（組立）した最終財を最終消費国へ輸出すると
いう国際価値連鎖（Global Value Chain, GVC）
が形成される。
　国際価値連鎖を反映して，一国のある財貨
（物）の輸出過程において，多くの国を巻き込
んで複雑に関係している。例えば，中国の米国
への付加価値輸出は，米国の最終需要で直接米
国向け輸出される付加価値分だけではない。中
国が第三国向けに輸出した付加価値（中間財・
部品など）が当該国で製品の製造に組み込まれ
て，その製品が米国の最終需要で米国へ輸出さ
れる場合の，いわゆる間接的に米国へ輸出され
る分も含まれる。輸入取引も同じ状況が現れる。
　国際価値連鎖の下で行われている上記のよう
な複雑化になった貿易取引に対して，貿易収支
をみる従来の貿易統計指標が，各国が経済のグ
ローバル化にどのように適応しているのかをよ
り正確に把握しきれなくなり，一国の輸出の中に
占めるその国の純国内付加価値を正確に測りし
切れない状況が現れている。また，従来の貿易
統計は国境を越えた取引を総額（gross value）

ベースで記録するため，上述のような今日の国
際貿易の特質からすれば，貿易フローを 2重，
3重に計上してしまう可能性が出てくる。さら
に，第三国経由で相手国へ輸出される付加価値
は当該国への輸出額に含まれていないし，逆に
相手国からの輸入と認識されているものの中に
は自国の付加価値が含まれている可能性も出て
くる。そこで登場する新たなアプローチは，付
加価値貿易（Trade in Value Added, TiVA）と
いう考え方1）である。この付加価値貿易の考え
方にもとづいて構築された統計（付加価値貿易
統計）は，こうした二重計上分を取り除き，各
国で創出された付加価値のみを捉えたものであ
る。輸出又は輸入された財・サービス全体では
なく，各々の付加価値部分に着目することによ
り，GVC の状況を分析することが可能になる。

2．　先　行　研　究

2．1　付加価値貿易分析モデル

　最近の GVC 研究において，国際機関（WTO，
OECD，WB，IMF，IDE-JETRO など）を中心
に，国際産業連関表を用いた付加価値貿易
（TiVA, Trade in Value Added）研究が注目を集
めている2）。国際産業連関表（表 1）を用いた
付加価値貿易分析においては，各国の産業間の
取引（貿易）をマトリクス表のような行列形式
で表し，表の縦方向は中間財と付加価値から成
り，各国の産業別の財・サービスの費用構成
（投入）が示されている。これに対し，表の横
方向は中間財と最終財から成り，各国の産業別

広島経済大学経済研究論集
第43巻第 3号　2021年 3 月
http://dx.doi.org/10.18996/keizai2021430309

広島経済大学経済学会
2020年度　第 1回研究集会〔2020年11月26日（木）〕報告要旨

* 広島経済大学経営学部経営学科教授

付加価値貿易からみた米中貿易不均衡の実態

広　　田　　堅　　志*



広島経済大学経済研究論集　第43巻第 3号130

の財・サービスの需要構成（産出）が示されて
いる。この両者の交点にある数値は，各国の産
業間の取引額（付加価値貿易額）が示されてい
る。また，付加価値貿易分析において最も重要
な点は，一国の産業別の財・サービス貿易の流
れを，その付加価値の源泉を求められる生産
国・地域（輸出国・地域）とその財・サービス
の需要国・地域（直接・間接的需要する輸入
国・地域と最終需要する第 3国・地域の両方を
含む）の双方にもとづいて，その総輸出を完全
に分解する必要がある。
　付加価値貿易分析手法の構築に関する研究は，
これまで多くの研究成果3）が残されてきた。中
でも，Koopman 等（2012a, b, c）4）の研究では，
従来の総額貿易統計に対する付加価値分解作業
を行い，国内付加価値と国外付加価値の中に含
まれる純粋重複計算分（pure double counting）
を分離した。各々の付加価値の源泉国を定める
ことにより，総額貿易統計と付加価値貿易統計
の内的関係をより明確にし，付加価値貿易統計
システムをより完備したものにした。さらに，
Zhi Wang et al は，WWZ モデル5）と呼ばれる
付加価値の源泉国・地域と最終消費国・地域の
双方向から一国の総輸出に対する完全分解手法
を構築した。

2．2　付加価値貿易分析データの構築

　国際価値連鎖に関する研究の手法・分類など

の詳細については，拙著別稿6）を参照されたい
が，これら先行研究の特徴は，企業データを用
いたサプライチェーン分析が中心であった。
2011年に IDE-JETRO と WTO が国際産業連関
表を用いた付加価値貿易に関する研究成果を公
表されたことを受け，国際産業連関表を用いた
国際産業連関分析手法が一気に関心が高まった。
また，期を同じくして各国際機関をはじめ，各
国政府機関なども参画し，国際産業連関表を用
いた国際的な研究協力が推し進められた。現在，
7種類のデータベースが構築されており，それ
ぞれのデータベースの対象年次，対象国，産業
分類などが異なった形式で構築されている7）。

3．　米中貿易不均衡の実態分析

3．1　米中付加価値輸出構造の比較

　米中両国ともに DVA（国内付加価値）輸出
総額が上昇傾向にあり，2015年には，中国の
DVA 輸出は米国と同水準に達した。米国の
VAX（国内付加価値率）は安定しており，輸出
総額の 9割を占める比較的高い水準にある。一
方，中国の VAX は米国のそれに及ばないもの
の，連年上昇傾向にあり，2015年には輸出総額
の 8割を超える水準に達した。
　米国の輸出の国外付加価値比率は，05年の
10.8％から2015年の9.5％までに下降し（図 2），
輸出産業（サービス輸出を含む）の全生産工程
の中核となる高付加価値部分は依然として米国

表 1　 3国間国際産業連関表

産　出

投　入

中間需要 最終需要
総産出

S 国 R 国 T 国 S 国 R 国 T 国

中
間
投
入

S 国 Zss Zsr Zst Yss Ysr Yst Xs

R 国 Zrs Zrr Zrt Yrs Yrr Yrt Xr

T 国 Zts Ztr Ztt Yts Ytr Ytt Xt

付加価値 VAs VAr VAt

総 投 入 Xs Xr Xt

出所： 拙著「日本と中国の製造業輸出競争力再考―付加価値貿易（TiVA）の観点か
ら―」，『日本貿易学会誌』，第55号（2018），41頁。



付加価値貿易からみた米中貿易不均衡の実態 131

内に残し，保持していることを示唆している。
　中国の輸出の国内付加価値率は，全体として
まだ低い状況にあるが，05年に比べ，2015年は
8.8％上昇し，82.6％に達している（図 3）。中国
の輸出の輸入依存度が米国に比べて高く，輸出
の中に含まれる多くの高付加価値部品を国内で

生産しておらず，輸入に頼っていると言えよう。
　付加価値貿易分析の重要なポイントの一つは，
上記で見たように，一国の各国・地域向け輸出
に占める付加価値の構成部分が異なるため， 2
国・地域間貿易収支構造が従来と違った側面が
確認される。図 4は従来の総額貿易統計と付加

出所：OECD, TiVA December 2018より作成。
図 1　米中付加価値（DVA）輸出総額と DVA 率の比較
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出所： WTO, “Trade in value-added and global value chains: statistical profiles”, （https://www.wto.org/
english/res_e/statis_e/miwi_e/US_e.pdf）.

図 2　米国の付加価値輸出の構成

出所： WTO, “Trade in value-added and global value chains: statistical profiles”, （https://www.wto.org/
english/res_e/statis_e/miwi_e/CN_e.pdf）.

図 3　中国の付加価値輸出の構成
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価値貿易統計による中国の対米貿易収支を比較
したものである。付加価値貿易統計の中国対米
貿易黒字額は，総額統計のそれと比べて大きく
縮小しているが，縮小率は連年低くなっている
ことがわかる。
　さらに 2国間貿易収支を日本との関係で確認
したところ，次のようなことが明らかになった。
日本の対中・韓・台貿易収支については，総じ
て貿易黒字となっているが，総額ベースの貿易
収支額に比べて，付加価値ベースの黒字額は大
きく目減りしている。一方，日本の対米貿易収
支については，総じて貿易黒字となっているが，
総額ベースの貿易収支額に比べて，付加価値
ベースの黒字額が倍増しているのが注目すべき
点である。
　 2国間貿易収支構造の変化をもたらした理由
は，いわゆる「ファクトリー・アジア」を中心
とする三角貿易による結果であると考えられる。
すなわち，中国を中心とする新興国が，日本を
はじめとする東アジア諸国から高付加価値の中
間財を輸入し，それを加工・組立して最終財と
して欧米へ輸出するという貿易構図である。こ
の三角貿易構図のもとでは，従来の総額貿易統
計では，日本は対中国，米国ともに貿易黒字が
計上され，中国も対米国貿易黒字が計上される
こととなる。しかし，付加価値貿易の観点から

すれば，中国の米国向け輸出のうち，その多く
の輸入中間財は日本に源泉を求められる付加価
値が含まれているため，その付加価値分は日本
の対中貿易黒字ではなく，対米貿易黒字になる。
結果的に，日本の対中貿易黒字は過大評価され
て，中国の対米貿易黒字も過大評価（図 4）さ
れてしまうことになる。そして，日本の対米貿
易黒字額は総額貿易統計よりも多くなることと
なる。

3．2　米中産業別付加価値輸出構造の特徴

　中国の対米輸出は主として製造業に集中して
おり，全体の 9割近く極めて高い水準を維持し
ている。サービス業の対米輸出はわずか 1割程
度にとどまっている。2015年対米付加価値輸出
額は4,349億ドルである。一方，米国の対中輸
出は主に製造業とサービス業に集中しており，
製造業の対中輸出の割合は下がる傾向にあるの
に対して，サービス業の対中輸出の割合は連年
増加傾向にある。2015年対中付加価値輸出額は
2,157億ドルとなっている。
　中国対米財貨輸出上位 5位品目全体として，
2005年以降 VAXは上昇傾向にある。コンピュー
タ・電子関連の VAXは，その他の産業と比べて
その比率水準は低いものの，2005年の56.9％か
ら15年には69.5％まで上昇しており，特に10年

出所：OECD, TiVA December 2018より作成。
図 4　中国対米貿易収支の比較
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以降の上昇幅が大きい。衣服関連の VAX 値が
最も高く，2015年には 9割近くまで上昇してき
た。財貨全体の VAX 値は12年以降顕著に上昇
しているが，その背景には，中国が産業の高度

化を進める中で，コンピュータ・電子関連等の
高付加価値品の生産で使用する中間財について，
徐々に輸入品から自国生産のものへと切り替え
つつあることがあると考えられる。

出所：OECD, TiVA December 2018より作成。
図5–1　日米貿易収支の比較
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図5–2　日中貿易収支比較
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図5–3　日韓貿易収支比較
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図5–4　日台貿易収支比較
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図 6　中国対米財貨貿易上位 5位の収支状況の比較
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　米国の主要な対中輸出品目の VAX はかなり
高い水準にある。特にコンピュータ・電子関連
は中国のそれと比べて，大きく差をつけている
（2005年の87.4％から2015年の92.2％までに上
昇）。一方，自動車関連の VAX をみると，2005
年以降は低下し，12年以降はほぼ横ばいとなっ
ている（2015年は76.3％）。
　中国の2008年以降の対米サービス貿易8）収支

出所：中国海関総署 海関統計より作成。
図 7　中国の企業形態別輸出額

は一貫して赤字を計上している。対米サービス
輸出は主に卸売・小売業サービス，自動車修理
サービスと運輸・保管サービスに集中している。
両産業部門は全体の93.5％を占める状況にある
（2015）。IT・その他情報サービスの輸出競争力
が上昇してきており，2015年には対米上位 5位
産業入りを果たした。一方，米国の2008年以降
の対中サービス貿易収支一貫して黒字を計上し

出所：中国海関総署 海関統計より作成。
図 8　中国の貿易形態別輸出割合

出所：中国商務部『全球価値鏈与中国貿易付加価値核算研究報告』（2018）年より作成。
図 9　主要産業部門の加工貿易形態による輸出割合（2015年）
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ている。対中サービス輸出構造は中国のそれと
同様に，主に卸売・小売業サービス，自動車修
理サービスと運輸・保管サービスに集中してい
る。その割合は全体の半分以上を占める。中国
の対米サービス輸出上位 5位産業の国内付加価
値率が上昇し続けている。2015年には 5産業と
もに 9割を超えた。2005年以降の米国対中サー
ビス輸出上位 5位産業の国内付加価値率は比較
的高い水準で安定して推移している。
　図 8を見て分かるように，加工貿易形態によ
る輸出は，中国の輸出貿易にとって重要な地位
をもっている（総輸出に占める加工貿易の割合
は35％・2015年），その推進主体は外資系企業
である（総輸出に占める外資系企業の割合は
44％・2015年）。「コンピュータ，電子・光学製
品」分野は，グローバルな生産ネットワークの
垂直化が最も進んでいる産業であり，中国は加
工貿易形態を通じてその生産ネットワークへの
参入が最も進んだ産業でもある。ちなみに，
2015年の当該分野の加工貿易形態による輸出額
の当該分野の輸出総額に占める比率は65％を超
え（図 9），外資系企業による輸出額の当該分
野の輸出総額に占める比率は 8割を超えている
（表 2）。この状況を考えれば，当該分野を中心
とする一部の技術・資本集約型製造業の輸出国
内付加価値率の急上昇は，必ずしも中国の国内
資本企業の付加価値創造能力が急速に向上して

きたことを完全に意味するものではないことを
注意する必要がある。

4．　結　　　　　論

　米中貿易収支の不均衡の要因として，以下の
ようにまとめられる。中国国内要因として，中
国の要素賦存比率優位による輸出競争力が挙げ
られる。とりわけ，豊富な安い労働力の長期的
供給，伝統的農業部門から現代的工業部門への
労働力の安定的移動は，国内実質賃金水準の上
昇を抑制し，輸出価格競争力が維持されること
で，対米輸出が急速に拡大した。
　国際分業と貿易構造の変化による要因につい
て，中国が WTO 加盟以来，資本・技術集約型
産業の中国への進出と技術移転が以前より進め
られ，多国籍企業による通信・電子・光学製品，
電気設備，自動車など資本・技術集約型産業へ
の新規投資と R&D 投資が着実に増えた。生産
工程の技術集約度も高まっている。多国籍企業
により構築される産業内・企業内・製品内垂直
的国際生産システム（GVC）の中に，中国の
産業構造，特に製造業構造及び生産構造がこの
GVC に巻き込まれつつ，徐々に固定化されて
いる。対外貿易の側面について言えば，加工貿
易構造，高付加価値中間材輸入構造及び最終製
品の欧米市場への依存構造が形成されている。
　上記で見てきた通り，外資系企業が主導する
輸出による対外不均衡構造が，中国対米貿易黒
字をもたらした要因の一つである。外資系企業
の対中進出による企業内・製品内垂直的国際分
業の展開は中国の加工貿易による輸出の急速な
拡大をもたらし，加工貿易の特質により，巨額
な貿易黒字を累積してきている。
　三角貿易構造による貿易黒字の転換要因につ
いては，上述の外資企業の対中進出による産業
の国際移転と企業内・製品内垂直分業の展開は，
中国で最終製品の加工・組立を中心とする特殊
な生産ネットワークと輸出入構造を形成させた

表 2　 対米輸出上位 3 位産業の VAX，輸出割合，
外資系企業比率

2015年 VAX
総輸出に
占める
割合

外資系
企業の
割合

1 コンピュータ・
電子・光学製品 69.5％ 23.6％ 85.8％

2
繊維，衣料品，
皮革及び関連製
品

89.8％ 19.2％ 51.5％

3 電気設備 81.2％ 9.9％ 60.0％

出所：OECD, TiVA December 2018より作成。
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のである。つまり，高付加価値中間財を主に日
本，韓国，台湾から輸入し，加工・組立された
最終製品を最終消費市場である欧米へ輸出する
という三角貿易構造である。このような三角貿
易構造は外資企業の地域的貿易不均衡をもたら
している。つまり，外資系企業は対日本，韓国，
台湾に貿易赤字，対欧米に貿易黒字を形成する
という黒字構造を抱えている。これはある意味
では，米国企業を含む外資系企業の国際経営活
動によって，中国は実際，日本，韓国，台湾な
どに替わって対米欧に大きな貿易黒字をもつ構
図になっている。
　一方で，米国側の対中不均衡要因としては，
一般的な開放経済モデルでは，総消費と総投資
（C + I）の超過，あるいは貯蓄（S）の不足は
対外貿易赤字を累積する大きな要因である貿と
考えられている。消費や投資と貯蓄との大きな
格差が巨額の貿易赤字をもたらしている。
　NCTAD の 3桁分類の貿易統計によれば，対
中赤字は主に家庭用電子機器，通信設備，家具，
玩具，ベビー用品，繊維・服装，靴類，旅行鞄
など16類の品目に集中している。そのうちの
88％がアメリカ国内では生産されていない。一
方，同じ時期に対世界貿易で中国が大きな赤字
を抱えている高付加価値製品についてはアメリ
カからの輸入が予想以上に少ないことが確認で
きる。対世界貿易で原油と自動車を含むアメリ
カ最大貿易赤字の 7類の品目については，中国
も同じく大きな貿易赤字を計上している9）。
　このような産業構造と輸出構造の特徴による
両国の貿易不均衡状態は，構造的なものであり，
仮に中国からの輸出が減少（対中貿易赤字減少）
したとしても，この構造のもとでは，対米貿易
黒字国は他国に取って代わるだけである。
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